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ＩＴＳ推進・道路調査会 無電柱化小委員会

中間とりまとめ

平成２６年６月１９日

自由民主党 ＩＴＳ推進・道路調査会

無電柱化小委員会

■『電線病』に冒された我が国の空

今や海外では、道路上に林立する電柱や空を覆う電線の束を見かける

ことは殆ど無い。ロンドンやパリ、ベルリンなど欧米の主要都市では第2

次世界大戦以前より地中化が標準とされており、また、台湾、インドネ

シア、中国等、アジア各国の都市においても、無電柱化が顕著に進展し

ている。

一方、我が国を顧みれば、全国には依然として約3,500万本の電信柱や

電力柱が存置され、現在も毎年７万本ずつ増え続けている。

世界に冠たる国際都市である東京２３区ですら無電柱化率は７％に過

ぎず、2020年に東京オリンピック・パラリンピックを控え、また、訪日

外国人旅行者数2000万人を目指している中で、外国人観光客を十分に「お

もてなし」する環境が整っているとは到底言い難い。

こうしたクモの巣もどきの『電線病』に冒された我が国の景観を、国

民の多くが許容しているのは、電柱・電線のある風景を幼少の頃より見

慣れているからであり、国際社会の中で我が国の街が輝きを取り戻すた

めには、日本人の常識の抜本的な転換が不可欠である。

■これまでの整備手法の限界

我が国では、昭和60年代初頭より、電力や通信の需要が大きい大規模

商業地域を中心に、広幅員歩道の地下に電線を収納する「電線共同溝方

式」により、無電柱化の整備が進められてきた。

今もって主流な手法とされている電線共同溝方式は、歩道幅員が狭い

道路では埋設が困難であり、整備コストが高いこと、地域との合意形成

が困難なことと相まって、その全面的な適用には既に限界が来ている。

他方、海外の無電柱化先進都市では、安価で空間上の制約を受けない

直接埋設を主流とし、また地上機器は民地を活用して設置することによ

り、都市内の面的な無電柱化を標準としている。
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更に我が国では、新たな道路整備や面開発が行われる際に、ガス、水

道、下水道などのライフラインの整備にあたっては、全て地中に埋設さ

れるのに対し、電線は電柱を立地する方式が未だに多く採用されている。

これは決して看過できるものではなく、道路管理者、電線管理者など関

係者が全力で改善すべきである。

■安全で美しい国土を創るために

国際社会との関係において、昨年は、訪日外国人旅行者数が1,000万人

を超え、2020年に東京オリンピック・パラリンピックが開催されること

が決定した。また、首都直下地震、南海トラフ巨大地震等の発生確率や

被害状況が客観的に想定され、防災面からの対応も待ったなしの状況で

ある。

これらを契機に、今こそ、子供や、孫たちの世代に、安全で美しく誇

りの持てる国土を引き継いでいくために、電柱・電線が無い状態が標準

であるとの認識を共有しながら、国民的な取り組みとして無電柱化を推

進していく必要がある。

こうした問題意識の中で、ＩＴＳ推進・道路調査会無電柱化小委員会

は、本年３月以降、国、地方公共団体、ＮＰＯ団体、民間企業などから

のヒアリング及び意見交換を精力的に重ねてきたところであり、今後、

進めるべき取組として、以下について提言する。

＜電柱に対する意識改革＞

１ 政治、行政、経済界は一致協力し、あらゆる手段を講じて、電柱

が立っている状態を普通とする日本の常識を打破し、「電柱が無いこ

とが常識」となる意識改革を進めること。

＜基本方針の樹立＞

２ 無電柱化を先送りせず、これまでにないスピードで進めるため、

その基本方針となる「無電柱化基本法（仮称）」を策定すること。

３ 道路の新設、拡幅等を行う際や、面開発の実施時において、同時

整備を促進するなどにより、新たな電柱の立地を原則禁止とするこ

と。
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＜取り組むべき主な施策＞

４ 全ての道路において無電柱化を推進するためには、現状の整備手

法のみでは限界に来ており、世界で標準的な整備手法である直接埋

設や小型BOX活用埋設などの手法を適材適所に導入するとともに、必

要な設備や工事などについては、これまでのやり方を徹底的に見直

し、コスト縮減を進めること。

５ 無電柱化を最重点施策と位置づけ、必要な予算を確保するととも

に、費用負担の見直しや税制面からの誘導方策について検討するこ

と。

６ 無電柱化の実施箇所を検討・抽出する際に、事業者の視点だけで

なく、生活者の視点も含めて地域と連携し、地域の要望を反映する

こと。

また、地域と密接に連携して、地上機器の民地への設置など、ま

ちづくりの観点から地方公共団体等も主体となって地元の合意形成

を図るとともに、無電柱化に協力的な地域を積極的に支援できる仕

組みを構築すること。

本小委員会では、この提言を踏まえ、無電柱化促進に向けて、その具

体策の検討を進め、秋頃を目途に、最終提言をとりまとめることとする。


